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盧 問　題

【問　１】 Ａ所有の甲土地についてのＡＢ

間の売買契約に関する次の記述のうち、

民法の規定及び判例によれば、正しいも

のはどれか。

１　Ａは甲土地を「1,000万円で売却する」

という意思表示を行ったが当該意思表

示はＡの真意ではなく、Ｂもその旨を

知っていた。この場合、Ｂが「1,000万

円で購入する」という意思表示をすれ

ば、ＡＢ間の売買契約は有効に成立す

る。

２　ＡＢ間の売買契約が、ＡとＢとで意

を通じた仮装のものであったとしても、

Ａの売買契約の動機が債権者からの差

押えを逃れるというものであることを

Ｂが知っていた場合には、ＡＢ間の売

買契約は有効に成立する。

３　Ａが第三者Ｃの強迫によりＢとの間

で売買契約を締結した場合、Ｂがその

強迫の事実を知っていたか否かにかか

わらず、ＡはＡＢ間の売買契約に関す

る意思表示を取り消すことができる。

４　ＡＢ間の売買契約が、Ａが泥酔して

意思無能力である間になされたもので

ある場合、Ａは、酔いから覚めて売買

契約を追認するまではいつでも売買契

約を取り消すことができ、追認を拒絶

すれば、その時点から売買契約は無効

となる。

【問　２】 Ａは不動産の売却を妻の父であ

るＢに委任し、売却に関する代理権をＢ

に付与した。この場合に関する次の記述

のうち、民法の規定によれば、正しいも

のはどれか。

１　Ｂは、やむを得ない事由があるとき

は、Ａの許諾を得なくとも、復代理人

を選任することができる。

２　Ｂが、Ｂの友人Ｃを復代理人として

選任することにつき、Ａの許諾を得た

ときは、Ｂはその選任に関し過失があ

ったとしても、Ａに対し責任を負わな

い。

３　Ｂが、Ａの許諾及び指名に基づき、

Ｄを復代理人として選任したときは、

Ｂは、Ｄの不誠実さを見抜けなかった

ことに過失があった場合、Ａに対し責

任を負う。

４　Ｂが復代理人Ｅを適法に選任したと

きは、ＥはＡに対して、代理人と同一

の権利を有し、義務を負うため、Ｂの

代理権は消滅する。

【問　３】 Ａが所有者として登記されてい

る甲土地の売買契約に関する次の記述の

うち、民法の規定及び判例によれば、正

しいものはどれか。

１　Ａと売買契約を締結したＢが、平穏

かつ公然と甲土地の占有を始め、善意

無過失であれば、甲土地がＡの土地で

はなく第三者の土地であったとしても、

Ｂは即時に所有権を取得することがで

きる。

２　Ａと売買契約を締結したＣが、登記

を信頼して売買契約を行った場合、甲

土地がＡの土地ではなく第三者Ｄの土

地であったとしても、Ｄの過失の有無

にかかわらず、Ｃは所有権を取得する

ことができる。

３　Ａと売買契約を締結して所有権を取
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得したＥは、所有権の移転登記を備え

ていない場合であっても、正当な権原

なく甲土地を占有しているＦに対し、

所有権を主張して甲土地の明渡しを請

求することができる。

４　Ａを所有者とする甲土地につき、Ａ

がＧとの間で10月１日に、Ｈとの間で

10月10日に、それぞれ売買契約を締結

した場合、Ｇ、Ｈ共に登記を備えてい

ないときには、先に売買契約を締結し

たＧがＨに対して所有権を主張するこ

とができる。

【問　４】 Ａ、Ｂ及びＣが、持分を各3分の

1とする甲土地を共有している場合に関す

る次の記述のうち、民法の規定及び判例

によれば、誤っているものはどれか。

１　共有者の協議に基づかないでＡから

甲土地の占有使用を承認されたＤは、

Ａの持分に基づくものと認められる限

度で甲土地を占有使用することができ

る。

２　Ａ、Ｂ及びＣが甲土地について、Ｅ

と賃貸借契約を締結している場合、Ａ

とＢが合意すれば、Ｃの合意はなくと

も、賃貸借契約を解除することができ

る。

３　Ａ、Ｂ及びＣは、５年を超えない期

間内は甲土地を分割しない旨の契約を

締結することができる。

４　Ａがその持分を放棄した場合には、

その持分は所有者のない不動産として、

国庫に帰属する。

【問　５】 不法行為による損害賠償に関す

る次の記述のうち、民法の規定及び判例

によれば、誤っているものはどれか。

１　不法行為による損害賠償の支払債務

は、催告を待たず、損害発生と同時に

遅滞に陥るので、その時以降完済に至

るまでの遅延損害金を支払わなければ

ならない。

２　不法行為によって名誉を毀損された

者の慰謝料請求権は、被害者が生前に

請求の意思を表明しなかった場合でも、

相続の対象となる。

３　加害者数人が、共同不法行為として

民法第719条により各自連帯して損害賠

償の責任を負う場合、その1人に対する

履行の請求は、他の加害者に対しては

その効力を有しない。

４　不法行為による損害賠償の請求権の

消滅時効の期間は、権利を行使するこ

とができることとなった時から10年で

ある。

【問　６】 不動産の物権変動の対抗要件に

関する次の記述のうち、民法の規定及び

判例によれば、誤っているものはどれか。

なお、この問において、第三者とはいわ

ゆる背信的悪意者を含まないものとする。

１　不動産売買契約に基づく所有権移転

登記がなされた後に、売主が当該契約

に係る意思表示を詐欺によるものとし

て適法に取り消した場合、売主は、そ

の旨の登記をしなければ、当該取消後

に当該不動産を買主から取得して所有

権移転登記を経た第三者に所有権を対

抗できない。

２　不動産売買契約に基づく所有権移転

登記がなされた後に、売主が当該契約

を適法に解除した場合、売主は、その

旨の登記をしなければ、当該契約の解

除後に当該不動産を買主から取得して
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所有権移転登記を経た第三者に所有権

を対抗できない。

３　甲不動産につき兄と弟が各自2分の1

の共有持分で共同相続した後に、兄が

弟に断ることなく単独で所有権を相続

取得した旨の登記をした場合、弟は、

その共同相続の登記をしなければ、共

同相続後に甲不動産を兄から取得して

所有権移転登記を経た第三者に自己の

持分権を対抗できない。

４　取得時効の完成により乙不動産の所

有権を適法に取得した者は、その旨を

登記しなければ、時効完成後に乙不動

産を旧所有者から取得して所有権移転

登記を経た第三者に所有権を対抗でき

ない。

【問　７】 担保物権に関する次の記述のう

ち、民法の規定及び判例によれば、正し

いものはどれか。

１　建物の建築工事の費用について、当

該工事の施工を行った者が先取特権を

行使するためには、あらかじめ、債務

者である建築主との間で、先取特権の

行使について合意しておく必要がある。

２　建物の賃借人が賃貸人に対して造作

買取代金債権を有している場合には、

造作買取代金債権は建物に関して生じ

た債権であるので、賃借人はその債権

の弁済を受けるまで、建物を留置する

ことができる。

３　質権は、占有の継続が第三者に対す

る対抗要件と定められているため、動

産を目的として質権を設定することは

できるが、登記を対抗要件とする不動

産を目的として質権を設定することは

できない。

４　借地人が所有するガソリンスタンド

用店舗建物に抵当権を設定した場合、

当該建物の従物である地下のタンクや

洗車機が抵当権設定当時に存在してい

れば、抵当権の効力はこれらの従物に

及ぶ。

【問　８】 Ａは、自己所有の甲不動産につ

き、Ｂ信用金庫に対し、極度額を3,000万

円、被担保債権の範囲を｢信用金庫取引に

よる債権｣とする第1順位の根抵当権を設

定し、その旨の登記をした。なお、担保

すべき元本の確定期日は定めなかった。

この場合に関する次の記述のうち、民法

の規定及び判例によれば、正しいものは

どれか。

１　元本の確定前に、被担保債権の範囲

を変更するには、後順位の抵当権者が

いる場合は、その者の承諾を得なけれ

ばならない。

２　元本の確定前に、Ｂ信用金庫から、

被担保債権の範囲に属する個別債権の

譲渡を受けた者は、確定日付のある証

書でＡに対し債権譲渡通知を行ってお

けば、その債権について根抵当権を行

使できる。

３　Ｂ信用金庫は、確定した元本が極度

額以下であれば、その元本に係る最後

の2年分の約定金利については、極度額

を超えても、根抵当権を行使できる。

４　Ａが友人ＣのためにＢ信用金庫との

間で保証契約を締結し保証債務を負担

した場合、Ｂ信用金庫のＡに対するこ

の保証債権は、｢信用金庫取引による債

権｣に含まれ、この根抵当権で担保され

る。
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【問　９】 債権の譲渡に関する次の記述の

うち、民法の規定及び判例によれば、正

しいものはどれか。

１　指名債権が二重に譲渡され、確定日

付のある各債権譲渡通知が同時に債務

者に到達したときは、各債権譲受人は、

債務者に対し、債権金額基準で按分し

た金額の弁済請求しかできない。

２　指名債権の性質を持つ預託金会員制

ゴルフクラブの会員権の譲渡について

は、ゴルフ場経営会社が定める規定に

従い会員名義書換えの手続を完了して

いれば、確定日付のある債権譲渡通知

又は確定日付のある承諾のいずれもな

い場合でも、ゴルフ場経営会社以外の

第三者に対抗できる。

３　契約時点ではまだ発生していない将

来債権でも、発生原因や金額などで目

的債権を具体的に特定することができ

れば、譲渡することができ、譲渡時点

でその債権発生の可能性が低かったこ

とは譲渡の効力を直ちに否定するもの

ではない。

４　指名債権譲渡の予約契約を締結し、

この予約契約締結の事実を確定日付の

ある証書により債務者に通知していれ

ば、予約の完結によりなされる債権譲

渡の効力を債務者以外の第三者に対抗

することができる。

【問　10】 平成19年９月１日にＡ所有の甲

建物につきＡＢ間で売買契約が成立し、

当該売買契約において同年９月30日をも

ってＢの代金支払と引換えにＡは甲建物

をＢに引き渡す旨合意されていた。この

場合に関する次の記述のうち、民法の規

定によれば、正しいものはどれか。

１　甲建物が同年８月31日時点でＡＢ両

者の責に帰すことができない火災によ

り滅失していた場合、甲建物の売買契

約は有効に成立するが、Ａの甲建物引

渡し債務も、Ｂの代金支払債務も共に

消滅する。

２　甲建物が同年９月15日時点でＡの責

に帰すべき火災により滅失した場合、

有効に成立していた売買契約は、Ａの

債務不履行によって無効となる。

３　甲建物が同年９月15日時点でＢの責

に帰すべき火災により滅失した場合、

Ａの甲建物引渡し債務も、Ｂの代金支

払債務も共に消滅する。

４　甲建物が同年９月15日時点で自然災

害により滅失しても、ＡＢ間に「自然

災害による建物滅失の危険は、建物引

渡しまでは売主が負担する」との特約

がある場合、Ａの甲建物引渡し債務も、

Ｂの代金支払債務も共に消滅する。

【問　11】 宅地建物取引業者でも事業者で

もないＡＢ間の不動産売買契約における

売主Ａの責任に関する次の記述のうち、

民法の規定及び判例によれば、誤ってい

るものはどれか。

１　売買契約に、隠れた瑕疵についての

Ａの瑕疵担保責任を全部免責する旨の

特約が規定されていても、Ａが知りな

がらＢに告げなかった瑕疵については、

Ａは瑕疵担保責任を負わなければなら

ない。

２　Ｂが不動産に隠れた瑕疵があること

を発見しても、当該瑕疵が売買契約を

した目的を達成することができないと

まではいえないような瑕疵である場合

には、Ａは瑕疵担保責任を負わない。
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３　Ｂが不動産に瑕疵があることを契約

時に知っていた場合や、Ｂの過失によ

り不動産に瑕疵があることに気付かず

引渡しを受けてから瑕疵があることを

知った場合には、Ａは瑕疵担保責任を

負わない。

４　売買契約に、瑕疵担保責任を追及で

きる期間について特約を設けていない

場合、Ｂが瑕疵担保責任を追及すると

きは、隠れた瑕疵があることを知って

から１年以内に行わなければならない。

【問　12】 ＡがＢに対して1,000万円の貸金

債権を有していたところ、Ｂが相続人Ｃ

及びＤを残して死亡した場合に関する次

の記述のうち、民法の規定及び判例によ

れば、誤っているものはどれか。

１　Ｃが単純承認を希望し、Ｄが限定承

認を希望した場合には、相続の開始を

知った時から３か月以内に、Ｃは単純

承認を、Ｄは限定承認をしなければな

らない。

２　Ｃ及びＤが相続開始の事実を知りな

がら、Ｂが所有していた財産の一部を

売却した場合には、Ｃ及びＤは相続の

単純承認をしたものとみなされる。

３　Ｃ及びＤが単純承認をした場合には、

法律上当然に分割されたＡに対する債

務を相続分に応じてそれぞれが承継す

る。

４　Ｃ及びＤが相続放棄をした場合であ

っても、ＡはＢの相続財産管理人の選

任を請求することによって、Ｂに対す

る貸金債権の回収を図ることが可能と

なることがある。

【問　13】 Ａが所有者として登記されてい

る甲土地上に、Ｂが所有者として登記さ

れている乙建物があり、ＣがＡから甲土

地を購入した場合に関する次の記述のう

ち、民法及び借地借家法の規定並びに判

例によれば、誤っているものはどれか。

１　Ｂが甲土地を自分の土地であると判

断して乙建物を建築していた場合であ

っても、Ｃは、Ｂに対して建物を収去

して土地を明け渡すよう請求できない

場合がある。

２　ＢがＡとの間で甲土地の使用貸借契

約を締結していた場合には、Ｃは、Ｂ

に対して建物を収去して土地を明け渡

すよう請求できる。

３　ＢがＡとの間で甲土地の借地契約を

締結しており、甲土地購入後に借地権

の存続期間が満了した場合であっても、

Ｃは、Ｂに対して建物を収去して土地

を明け渡すよう請求できない場合があ

る。

４　ＢがＡとの間で期間を定めずに甲土

地の借地契約を締結している場合には、

Ｃは、いつでも正当事由とともに解約

を申し入れて、Ｂに対して建物を収去

して土地を明け渡すよう請求できる。

【問　14】 借地借家法第38条の定期建物賃

貸借（以下この問において「定期建物賃

貸借」という。）と同法第40条の一時使用

目的の建物の賃貸借（以下この問におい

て「一時使用賃貸借」という。）に関する

次の記述のうち、民法及び借地借家法の

規定によれば、正しいものはどれか。

１　定期建物賃貸借契約は書面によって

契約を締結しなければ有効とはならな

いが、一時使用賃貸借契約は書面では
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なく口頭で契約しても有効となる。

２　定期建物賃貸借契約は契約期間を1年

以上とすることができるが、一時使用

賃貸借契約は契約期間を１年以上とす

ることができない。

３　定期建物賃貸借契約は契約期間中は

賃借人から中途解約を申し入れること

はできないが、一時使用賃貸借契約は

契約期間中はいつでも賃借人から中途

解約を申し入れることができる。

４　賃借人が賃借権の登記もなく建物の

引渡しも受けていないうちに建物が売

却されて所有者が変更すると、定期建

物賃貸借契約の借主は賃借権を所有者

に主張できないが、一時使用賃貸借の

借主は賃借権を所有者に主張できる。

【問　15】 建物の区分所有等に関する法律

に関する次の記述のうち、誤っているも

のはどれか。

１　規約は、管理者が保管しなければな

らない。ただし、管理者がないときは、

建物を使用している区分所有者又はそ

の代理人で規約又は集会の決議で定め

るものが保管しなければならない。

２　最初に建物の専有部分の全部を所有

する者は、公正証書により、建物の共

用部分を定める規約を設定することが

できる。

３　規約を保管する者は、利害関係人の

請求があったときは、正当な理由があ

る場合を除いて、規約の閲覧を拒んで

はならない。

４　規約の保管場所は、各区分所有者に

通知するとともに、建物内の見やすい

場所に掲示しなければならない。

【問　16】 不動産の登記に関する次の記述

のうち、不動産登記法の規定によれば、

誤っているものはどれか。

１　表題部所有者であるＡから土地を買

い受けたＢは、Ａと共同してＢを登記

名義人とする所有権の保存の登記の申

請をすることができる。

２　共有物分割禁止の定めに係る権利の

変更の登記の申請は、当該権利の共有

者であるすべての登記名義人が共同し

てしなければならない。

３　権利が法人の解散によって消滅する

旨の登記がされている場合において、

当該権利がその法人の解散によって消

滅したときは、登記権利者は、単独で

当該権利に係る権利に関する登記の抹

消を申請することができる。

４　遺贈を登記原因とする所有権の移転

の登記は、遺言執行者が指定されてい

るか否かにかかわらず、登記権利者及

び登記義務者が共同してしなければな

らない。

【問　17】 国土利用計画法第23条の届出

（以下この問において「事後届出」という。）

に関する次の記述のうち、正しいものは

どれか。

１　宅地建物取引業者であるＡとＢが、

市街化調整区域内の6,000㎡の土地につ

いて、Ｂを権利取得者とする売買契約

を締結した場合には、Ｂは事後届出を

行う必要はない。

２　宅地建物取引業者であるＣとＤが、

都市計画区域外の２ｈaの土地につい

て、Ｄを権利取得者とする売買契約を

締結した場合には、Ｄは事後届出を行
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わなければならない。

３　事後届出が必要な土地売買等の契約

により権利取得者となった者が事後届

出を行わなかった場合には、都道府県

知事から当該届出を行うよう勧告され

るが、罰則の適用はない。

４　事後届出が必要な土地売買等の契約

により権利取得者となった者は、その

契約の締結後、1週間以内であれば市町

村長を経由して、1週間を超えた場合に

は直接、都道府県知事に事後届出を行

わなければならない。

【問　18】 都市計画法に関する次の記述の

うち、正しいものはどれか。

１　高度地区は、用途地域内において市

街地の環境を維持し、又は土地利用の

増進を図るため、建築物の高さの最高

限度又は最低限度を定める地区である。

２　都市計画区域については、無秩序な

市街化を防止し、計画的な市街化を図

るため、市街化区域と市街化調整区域

との区分を必ず定めなければならない。

３　地区計画の区域のうち、地区整備計

画が定められている区域内において、

土地の区画形質の変更又は建築物の建

築を行おうとする者は、当該行為に着

手した後、遅滞なく、行為の種類、場

所及び設計又は施行方法を市町村長に

届け出なければならない。

４　都市計画の決定又は変更の提案をす

ることができるのは、当該提案に係る

都市計画の素案の対象となる土地の区

域について、当該土地の所有権又は建

物の所有を目的とする対抗要件を備え

た地上権若しくは賃借権を有する者に

限られる。

【問　19】 都市計画法に関する次の記述の

うち、正しいものはどれか。なお、この

問における都道府県知事とは、地方自治

法に基づく指定都市、中核市及び特例市

にあってはその長をいうものとする。

１　開発許可を受けた開発区域内におい

て、当該開発区域内の土地について用

途地域等が定められていないとき、都

道府県知事に届け出れば、開発行為に

関する工事完了の公告があった後、当

該開発許可に係る予定建築物以外の建

築物を建築することができる。

２　開発許可を受けた土地において、地

方公共団体は、開発行為に関する工事

完了の公告があった後、都道府県知事

との協議が成立すれば、当該開発許可

に係る予定建築物以外の建築物を建築

することができる。

３　都道府県知事は、市街化区域内にお

ける開発行為について開発許可をする

場合、当該開発区域内の土地について、

建築物の建ぺい率に関する制限を定め

ることができる。

４　市街化調整区域のうち開発許可を受

けた開発区域以外の区域内において、

公民館を建築する場合は、都道府県知

事の許可を受けなくてよい。

【問　20】 土地の区画形質の変更に関する

次の記述のうち、都市計画法による開発

許可を受ける必要のないものの組合せと

して、正しいものはどれか。

ア　市街化調整区域内における庭球場の

建設の用に供する目的で行う5,000㎡の

土地の区画形質の変更

イ　市街化調整区域内における図書館の
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建築の用に供する目的で行う3,000㎡の

土地の区画形質の変更

ウ　市街化区域内における農業を営む者

の居住の用に供する建築物の建築の用

に供する目的で行う1,500㎡の土地の区

画形質の変更

１　ア、イ

２　ア、ウ

３　イ、ウ

４　ア、イ、ウ

【問　21】 建築基準法に関する次の記述の

うち、正しいものはどれか。

１　建築主は、共同住宅の用途に供する

建築物で、その用途に供する部分の床

面積の合計が180㎡であるものの大規模

の修繕をしようとする場合、当該工事

に着手する前に、当該計画について建

築主事の確認を受けなければならない。

２　居室を有する建築物の建築に際し、

飛散又は発散のおそれがある石綿を添

加した建築材料を使用するときは、そ

の居室内における衛生上の支障がない

ようにするため、当該建築物の換気設

備を政令で定める技術的基準に適合す

るものとしなければならない。

３　防火地域又は準防火地域において、

延べ面積が1,000㎡を超える建築物は、

すべて耐火建築物としなければならな

い。

４　防火地域又は準防火地域において、

延べ面積が1,000㎡を超える耐火建築物

は、防火上有効な構造の防火壁で有効

に区画し、かつ、各区画の床面積の合

計をそれぞれ1,000㎡以内としなければ

ならない。

【問　22】 第二種低層住居専用地域に指定

されている区域内の土地（以下この問に

おいて「区域内の土地」という。）に関す

る次の記述のうち、建築基準法の規定に

よれば、正しいものはどれか。ただし、

特定行政庁の許可については考慮しない

ものとする。

１　区域内の土地においては、美容院の

用途に供する部分の床面積の合計が100

㎡である2階建ての美容院を建築するこ

とができない。

２　区域内の土地においては、都市計画

において建築物の外壁又はこれに代わ

る柱の面から敷地境界線までの距離の

限度を２ｍ又は1.5ｍとして定めること

ができる。

３　区域内の土地においては、高さが９

ｍを超える建築物を建築することはで

きない。

４　区域内の土地においては、建築物を

建築しようとする際、当該建築物に対

する建築基準法第56条第１項第２号の

いわゆる隣地斜線制限の適用はない。

【問　23】 宅地造成等規制法に関する次の

記述のうち、誤っているものはどれか。

なお、この問における都道府県知事とは、

地方自治法に基づく指定都市、中核市及

び特例市にあってはその長をいうものと

する。

１　都道府県知事は、宅地造成工事規制

区域内においても、宅地造成に伴う災

害で相当数の居住者に危害を生ずるも

の（以下この問において「災害」とい

う。）の発生のおそれが大きい一団の造

成宅地の区域を造成宅地防災区域に指
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定することができる。

２　都道府県知事は、造成宅地防災区域

について、当該区域の指定の事由がな

くなったと認めるときは、その指定を

解除することができる。

３　造成宅地防災区域内の造成宅地の所

有者等は、災害が生じないよう、その

造成宅地について擁壁の設置等の措置

を講ずるよう努めなければならない。

４　都道府県知事は、造成宅地防災区域

内の造成宅地について、災害の防止の

ため必要があると認める場合は、当該

造成宅地の所有者等に対し、擁壁の設

置等の措置をとることを勧告すること

ができる。

【問　24】 土地区画整理法における土地区

画整理組合に関する次の記述のうち、正

しいものはどれか。

１　土地区画整理組合を設立しようとす

る者は、事業計画の決定に先立って組

合を設立する必要があると認める場合

においては、５人以上共同して、定款

及び事業基本方針を定め、その組合の

設立について都道府県知事の認可を受

けることができる。

２　土地区画整理組合は、当該組合が行

う土地区画整理事業に要する経費に充

てるため、賦課金として参加組合員以

外の組合員に対して金銭を賦課徴収す

ることができるが、その場合、都道府

県知事の認可を受けなければならない。

３　宅地について所有権又は借地権を有

する者が設立する土地区画整理組合は、

当該権利の目的である宅地を含む一定

の区域の土地について土地区画整理事

業を施行することができる。

４　土地区画整理組合の設立の認可の公

告があった日から当該組合が行う土地

区画整理事業に係る換地処分の公告が

ある日までは、施行地区内において、

事業の施行の障害となるおそれがある

土地の形質の変更や建築物の新築等を

行おうとする者は、当該組合の許可を

受けなければならない。

【問　25】 農地法（以下この問において

「法」という。）に関する次の記述のうち、

正しいものはどれか。

１　農業者が相続により取得した市街化

調整区域内の農地を自己の住宅用地と

して転用する場合には、法第4条第1項

の許可を受ける必要はない。

２　住宅を建設する目的で市街化区域内

の農地の所有権を取得するに当たって、

あらかじめ農業委員会に届け出た場合

には、法第５条第１項の許可を受ける

必要はない。

３　耕作する目的で原野の所有権を取得

し、その取得後、造成して農地にする

場合には、法第３条第１項の許可を受

ける必要がある。

４　市街化調整区域内の農地を駐車場に

転用するに当たって、当該農地がすで

に利用されておらず遊休化している場

合には、法第４条第１項の許可を受け

る必要はない。

【問　26】 租税特別措置法第36条の2の特定

の居住用財産の買換えの場合の長期譲渡

所得の課税の特例に関する次の記述のう

ち、正しいものはどれか。

１　譲渡資産とされる家屋については、
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その譲渡に係る対価の額が5,000万円以

下であることが、適用要件とされてい

る。

２　買換資産とされる家屋については、

譲渡資産の譲渡をした日からその譲渡

をした日の属する年の12月31日までに

取得をしたものであることが、適用要

件とされている。

３　譲渡資産とされる家屋については、

その譲渡をした日の属する年の１月１

日における所有期間が5年を超えるもの

であることが、適用要件とされている。

４　買換資産とされる家屋については、

その床面積のうち自己の居住の用に供

する部分の床面積が50㎡以上のもので

あることが、適用要件とされている。

【問　27】 住宅取得等資金の贈与を受けた

場合の相続時精算課税の特例（「65歳未満

の親からの贈与についても相続時精算課

税の選択を可能とする措置」及び「住宅

取得等資金の贈与に限り相続時精算課税

の特別控除（2,500万円）に加え、1,000万

円の住宅資金特別控除が認められる措

置」）に関する次の記述のうち、正しいも

のはどれか。

１　自己の配偶者から住宅用の家屋を取

得した場合には、この特例の適用を受

けることはできない。

２　住宅用の家屋の新築又は取得に要し

た費用の額が2,500万円以上でなければ、

この特例の適用を受けることはできな

い。

３　床面積の３分の１を店舗として使用

し、残りの部分は資金の贈与を受けた

者の住宅として使用する家屋を新築し

た場合には、この特例の適用を受ける

ことはできない。

４　住宅取得のための資金の贈与を受け

た年の12月31日までに住宅用の家屋を

新築若しくは取得又は増改築等をしな

ければ、この特例の適用を受けること

はできない。

【問　28】 不動産取得税に関する次の記述

のうち、正しいものはどれか。

１　平成19年４月に土地を取得した場合

に、不動産取得税の課税標準となるべ

き額が30万円に満たないときには不動

産取得税は課税されない。

２　平成10年４月に建築された床面積200

㎡の中古住宅を法人が取得した場合の

当該取得に係る不動産取得税の課税標

準の算定については、当該住宅の価格

から1,200万円が控除される。

３　平成19年４月に商業ビルの敷地を取

得した場合の不動産取得税の標準税率

は、100分の３である。

４　不動産取得税は、不動産の取得に対

して課される税であるので、相続によ

り不動産を取得した場合にも課税され

る。

【問　29】 不動産の鑑定評価に関する次の

記述のうち、不動産鑑定評価基準によれ

ば、誤っているものはどれか。

１　不動産の価格を求める鑑定評価の基

本的な手法は、原価法、取引事例比較

法及び収益還元法に大別され、原価法

による試算価格を積算価格、取引事例

比較法による試算価格を比準価格、収

益還元法による試算価格を収益価格と

いう。
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２　取引事例比較法の適用に当たって必

要な取引事例は、取引事例比較法に即

応し、適切にして合理的な計画に基づ

き、豊富に秩序正しく収集し、選択す

べきであり、投機的取引であると認め

られる事例等適正さを欠くものであっ

てはならない。

３　再調達原価とは、対象不動産を価格

時点において再調達することを想定し

た場合において必要とされる適正な原

価の総額をいう。

４　収益還元法は、対象不動産が将来生

み出すであろうと期待される純収益の

現在価値の総和を求めることにより対

象不動産の試算価格を求める手法であ

り、このうち、一期間の純収益を還元

利回りによって還元する方法をＤＣＦ

（Discounted Cash Flow）法という。

【問　30】 取引主任者の設置に関する次の

記述のうち、宅地建物取引業法（以下こ

の問において「法」という。）の規定によ

れば、正しいものはどれか。

１　宅地建物取引業者Ａは、１棟100戸の

マンションを分譲するために案内所を

設置し、当該案内所においては売買契

約の申込みの受付のみを行うこととし

た。この場合、Ａは、当該案内所に成

年者である専任の取引主任者を置く必

要はない。

２　宅地建物取引業者Ｂ（甲県知事免許）

は、その事務所において、成年者であ

る取引主任者Ｃを新たに専任の取引主

任者として置いた。この場合、Ｂは、

30日以内に、その旨を甲県知事に届け

出なければならない。

３　宅地建物取引業者Ｄは、その事務所

の専任の取引主任者Ｅが３か月間入院

したため、法第15条に規定する専任の

取引主任者の設置要件を欠くこととな

ったが、その間、同条の規定に適合さ

せるために必要な措置を執らなかった。

この場合、Ｄは指示処分の対象になる

が、業務停止処分の対象にはならない。

４　宅地建物取引業者である法人Ｆの取

締役Ｇは取引主任者であり、本店にお

いて専ら宅地建物取引業に関する業務

に従事している。この場合、Ｆは、Ｇ

を本店の専任の取引主任者の数のうち

に算入することはできない。

【問　31】 宅地建物取引主任者資格登録

（以下この問において「登録」という。）

及び宅地建物取引主任者証（以下この問

において「取引主任者証」という。）に関

する次の記述のうち、宅地建物取引業法

の規定によれば、正しいものはどれか。

１　甲県知事の登録を受けて、甲県に所

在する宅地建物取引業者Ａの事務所の

業務に従事する者が、乙県に所在する

Ａの事務所の業務に従事することとな

ったときは、速やかに、甲県知事を経

由して、乙県知事に対して登録の移転

の申請をしなければならない。

２　登録を受けている者で取引主任者証

の交付を受けていない者が重要事項説

明を行い、その情状が特に重いと認め

られる場合は、当該登録の消除の処分

を受け、その処分の日から5年を経過す

るまでは、再び登録を受けることがで

きない。

３　丙県知事から取引主任者証の交付を

受けている取引主任者が、取引主任者

証の有効期間の更新を受けようとする
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ときは、丙県知事に申請し、その申請

前６月以内に行われる国土交通大臣の

指定する講習を受講しなければならな

い。

４　丁県知事から取引主任者証の交付を

受けている取引主任者が、取引主任者

証の亡失によりその再交付を受けた後

において、亡失した取引主任者証を発

見したときは、速やかに、再交付され

た取引主任者証をその交付を受けた丁

県知事に返納しなければならない。

【問　32】 宅地建物取引業の免許（以下こ

の問において「免許」という。）に関する

次の記述のうち、正しいものはどれか。

１　Ａが、競売により取得した宅地を10

区画に分割し、宅地建物取引業者に販

売代理を依頼して、不特定多数の者に

分譲する場合、Ａは免許を受ける必要

はない。

２　Ｂが、自己所有の宅地に自ら貸主と

なる賃貸マンションを建設し、借主の

募集及び契約をＣに、当該マンション

の管理業務をＤに委託する場合、Ｃは

免許を受ける必要があるが、ＢとＤは

免許を受ける必要はない。

３　破産管財人が、破産財団の換価のた

めに自ら売主となって、宅地又は建物

の売却を反復継続して行い、その媒介

をＥに依頼する場合、Ｅは免許を受け

る必要はない。

４　不特定多数の者に対し、建設業者Ｆ

が、建物の建設工事を請け負うことを

前提に、当該建物の敷地に供せられる

土地の売買を反復継続してあっせんす

る場合、Ｆは免許を受ける必要はない。

【問　33】 宅地建物取引業の免許（以下

「免許」という。）に関する次の記述のう

ち、宅地建物取引業法の規定によれば、

正しいものはどれか。

１　甲県に本店を、乙県に支店をそれぞ

れ有するＡ社が、乙県の支店でのみ宅

地建物取引業を営もうとするときは、

Ａ社は、乙県知事の免許を受けなけれ

ばならない。

２　宅地建物取引業者Ｂ社の取締役が、

刑法第209条（過失傷害）の罪により罰

金の刑に処せられた場合、Ｂ社の免許

は取り消される。

３　宅地建物取引業者Ｃ社が業務停止処

分に違反したとして、免許を取り消さ

れ、その取消しの日から5年を経過して

いない場合、Ｃ社は免許を受けること

ができない。

４　Ｄ社の取締役が、かつて破産宣告を

受けたことがある場合で、復権を得て

から5年を経過しないとき、Ｄ社は免許

を受けることができない。

【問　34】 宅地建物取引業者Ａが、自ら売

主となって宅地建物取引業者でない買主

Ｂに建築工事完了前のマンションを１億

円で販売する場合において、ＡがＢから

受領する手付金等に関する次の記述のう

ち、宅地建物取引業法の規定によれば、

誤っているものはどれか。なお、この問

において「保全措置」とは、同法第41条

第１項の規定による手付金等の保全措置

をいう。

１　Ａが当該マンションの売買契約締結

後に、手付金として500万円をＢから受

領している場合において、Ｂが契約の
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履行に着手していないときは、Ａは、

Ｂに500万円を償還すれば、当該売買契

約を解除することができる。

２　ＡがＢから手付金として1,500万円を

受領するに当たって保全措置を講ずる

場合、Ａは、当該マンションの売買契

約を締結するまでの間に、Ｂに対して、

当該保全措置の概要を説明しなければ

ならない。

３　ＡがＢから手付金として1,500万円を

受領しようとする場合において、当該

マンションについてＢへの所有権移転

の登記がされたときは、Ａは、保全措

置を講じなくてもよい。

４　Ａが1,000万円の手付金について銀行

との間に保全措置を講じている場合に

おいて、Ａが資金調達に困り工事請負

代金を支払うことができず、当該マン

ションの引渡しが不可能となったとき

は、Ｂは、手付金の全額の返還を当該

銀行に請求することができる。

【問　35】 宅地建物取引業者が宅地建物取

引業法第35条に規定する重要事項につい

て説明する場合における次の記述のうち、

正しいものはどれか。

１　建物の貸借の媒介において、当該建

物について石綿が使用されていない旨

の調査結果が記録されているときは、

その旨を借主に説明しなくてもよい。

２　建物の貸借の媒介において、当該建

物が宅地造成等規制法の規定により指

定された造成宅地防災区域内にあると

きは、その旨を借主に説明しなければ

ならない。

３　平成19年10月に新築の工事に着手し

た建物の売買において、当該建物が指

定確認検査機関、建築士、登録住宅性

能評価機関又は地方公共団体による耐

震診断を受けたものであるときは、そ

の内容を買主に説明しなければならな

い。

４　宅地の売買の媒介において、当該宅

地の瑕疵を担保すべき責任の履行に関

し保証保険契約の締結等の措置を講じ

ないときは、その旨を買主に説明しな

くてもよい。

【問　36】 法人である宅地建物取引業者Ａ

（甲県知事免許）に関する監督処分及び罰

則に関する次の記述のうち、宅地建物取

引業法の規定によれば、誤っているもの

はどれか。

１　Ａが、建物の売買において、当該建

物の将来の利用の制限について著しく

事実と異なる内容の広告をした場合、

Ａは、甲県知事から指示処分を受ける

ことがあり、その指示に従わなかった

ときは、業務停止処分を受けることが

ある。

２　Ａが、乙県内で行う建物の売買に関

し、取引の関係者に損害を与えるおそ

れが大であるときは、Ａは、甲県知事

から指示処分を受けることはあるが、

乙県知事から指示処分を受けることは

ない。

３　Ａが、正当な理由なく、その業務上

取り扱ったことについて知り得た秘密

を他人に漏らした場合、Ａは、甲県知

事から業務停止処分を受けることがあ

るほか、罰則の適用を受けることもあ

る。

４　Ａの従業者Ｂが、建物の売買の契約

の締結について勧誘をするに際し、当
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該建物の利用の制限に関する事項で買

主の判断に重要な影響を及ぼすものを

故意に告げなかった場合、Ａに対して

１億円以下の罰金刑が科せられること

がある。

【問　37】 宅地建物取引業者Ａ（甲県知事

免許）の営業保証金に関する次の記述の

うち、宅地建物取引業法の規定によれば、

誤っているものはどれか。なお、Ａは、

甲県内に本店と一つの支店を設置して事

業を営んでいるものとする。

１　Ａが販売する新築分譲マンションの

広告を受託した広告代理店は、その広

告代金債権に関し、Ａが供託した営業

保証金からその債権の弁済を受ける権

利を有しない。

２　Ａは、免許の有効期間の満了に伴い、

営業保証金の取戻しをするための公告

をしたときは、遅滞なく、その旨を甲

県知事に届け出なければならない。

３　Ａは、マンション３棟を分譲するた

めの現地出張所を甲県内に設置した場

合、営業保証金を追加して供託しなけ

れば、当該出張所でマンションの売買

契約を締結することはできない。

４　Ａの支店でＡと宅地建物取引業に関

する取引をした者は、その取引により

生じた債権に関し、1,500万円を限度と

して、Ａが供託した営業保証金からそ

の債権の弁済を受ける権利を有する。

【問　38】 宅地建物取引業者Ａの業務に関

する次の記述のうち、宅地建物取引業法

の規定によれば、正しいものはどれか。

１　Ａは、実在しない宅地について広告

又は虚偽の表示を行ってはならないが、

実在する宅地については、実際に販売

する意思がなくても、当該宅地の広告

の表示に誤りがなければ、その広告を

行うことができる。

２　Ａは、新築分譲マンションを建築工

事の完了前に売却する場合、建築基準

法第６条第１項の確認を受ける前にお

いて、当該マンションの売買の広告及

び売買契約の締結のいずれもすること

はできない。

３　都市計画法第29条第１項の許可を必

要とする宅地について、Ｂが開発行為

を行い貸主として貸借をしようとする

場合、Ａは、Ｂがその許可を受ける前

であっても、Ｂの依頼により当該宅地

の貸借の広告をすることができるが、

当該宅地の貸借の媒介をすることはで

きない。

４　Ａは、都市計画法第29条第１項の許

可を必要とする宅地について開発行為

を行いＣに売却する場合、Ｃが宅地建

物取引業者であれば、その許可を受け

る前であっても当該宅地の売買の予約

を締結することができる。

【問　39】 宅地建物取引業者Ａは、Ｂから

Ｂ所有の宅地の売却について媒介の依頼

を受けた。この場合における次の記述の

うち、宅地建物取引業法（以下この問に

おいて「法」という。）の規定によれば、

誤っているものはどれか。

１　Ａは、Ｂとの間に媒介契約を締結し

たときは、当該契約が国土交通大臣が

定める標準媒介契約約款に基づくもの

であるか否かの別を、法第34条の２第

１項の規定に基づき交付すべき書面に
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記載しなければならない。

２　Ａは、Ｂとの間で媒介契約を締結し、

Ｂに対して当該宅地を売却すべき価額

又はその評価額について意見を述べる

ときは、その根拠を明らかにしなけれ

ばならない。

３　Ａは、Ｂとの間に専属専任媒介契約

を締結したときは、当該契約の締結の

日から５日以内（休業日を除く。）に、

所定の事項を当該宅地の所在地を含む

地域を対象として登録業務を現に行っ

ている指定流通機構に登録しなければ

ならない。

４　Ａは、Ｂとの間で有効期間を２か月

とする専任媒介契約を締結する際、「Ｂ

が媒介契約を更新する旨を申し出ない

場合は、有効期間満了により自動更新

するものとする」旨の特約を定めるこ

とができる。

【問　40】 宅地建物取引業者Ａが売主Ｂと

買主Ｃの間の建物の売買について媒介を

行う場合に交付する「35条書面」又は

「37条書面」に関する次の記述のうち、宅

地建物取引業法の規定によれば、正しい

ものはどれか。なお、35条書面とは、同

法第35条の規定に基づく重要事項を記載

した書面を、37条書面とは、同法第37条

の規定に基づく契約の内容を記載した書

面をいうものとする。

１　Ａは、35条書面及び37条書面のいず

れの交付に際しても、取引主任者をし

て、当該書面への記名押印及びその内

容の説明をさせなければならない。

２　Ｂが宅地建物取引業者でその承諾が

ある場合、Ａは、Ｂに対し、35条書面

及び37条書面のいずれの交付も省略す

ることができる。

３　Ｃが宅地建物取引業者でその承諾が

ある場合、Ａは、Ｃに対し、35条書面

の交付を省略することができるが、37

条書面の交付を省略することはできな

い。

４　Ａが、宅地建物取引業者Ｄと共同で

媒介を行う場合、35条書面にＡが調査

して記入した内容に誤りがあったとき

は、Ａだけでなく、Ｄも業務停止処分

を受けることがある。

【問　41】 宅地建物取引業者Ａが、自ら売

主として、宅地建物取引業者でないＢと

建物の売買契約を締結しようとし、又は

締結した場合に関する次の記述のうち、

宅地建物取引業法（以下この問において

「法」という。）の規定によれば、正しい

ものはどれか。

１　Ａは、自己の所有に属しない建物を

売買する場合、Ａが当該建物を取得す

る契約を締結している場合であっても、

その契約が停止条件付きであるときは、

当該建物の売買契約を締結してはなら

ない。

２　売買契約の締結に際し、当事者の債

務の不履行を理由とする契約の解除に

伴う損害賠償の額を予定し、又は違約

金を定める場合において、これらを合

算した額が売買代金の２割を超える特

約をしたときは、その特約はすべて無

効となる。

３　「建物に隠れた瑕疵があった場合、

その瑕疵がＡの責に帰すことのできる

ものでないときは、Ａは瑕疵担保責任

を負わない」とする特約は有効である。

４　Ｂがホテルのロビーで買受けの申込
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みをし、３日後にＢの自宅で売買契約

を締結した場合、Ｂは、当該建物の引

渡しを受け、かつ、その代金の全部を

支払っているときでも、当該売買契約

の解除をすることができる。

【問　42】 宅地建物取引業者Ａ（消費税課

税事業者）は、Ｂ所有の建物について、

Ｂ及びＣから媒介の依頼を受け、Ｂを貸

主、Ｃを借主とする定期借家契約を成立

させた。この場合における次の記述のう

ち、宅地建物取引業法の規定によれば、

正しいものはどれか。なお、１か月分の

借賃は13万円、保証金（Ｃの退去時にＣ

に全額返還されるものとする。）は300万

円とする。

１　建物が店舗用である場合、ＡがＣか

ら受け取ることができる報酬の限度額

は、147,000円である。

２　Ａは、媒介報酬の限度額のほかに、

Ｂの依頼によらない通常の広告の料金

に相当する額を報酬に合算して、Ｂか

ら受け取ることができる。

３　建物が居住用である場合、ＡがＢ及

びＣから受け取ることができる報酬の

限度額は、Ｂ及びＣの承諾を得ている

ときを除き、それぞれ68,250円である。

４　定期借家契約の契約期間が終了した

直後に、ＡがＢＣ間の定期借家契約の

再契約を成立させた場合にＡが受け取

る報酬については、宅地建物取引業法

の規定は適用されない。

【問　43】 次の記述のうち、宅地建物取引

業法の規定によれば、正しいものはどれ

か。

１　宅地建物取引業者Ａは、都市計画法

第29条第１項の許可を必要とする宅地

の造成工事着手前において、当該許可

を受けていない場合であっても、当該

許可を受けることを停止条件とする特

約を付ければ、当該宅地の売買契約を

締結することができる。

２　宅地建物取引業者Ｂが自ら売主とな

って、宅地建物取引業者でないＣと１

億円のマンションの売買契約（手付金

1 ,500万円、中間金1 ,500万円、残代金

7,000万円）を建築工事完了前に締結し、

その引渡し及び登記の移転を残代金の

支払と同時に行う場合、Ｂは、手付金

の受領前及び中間金の受領前それぞれ

について、保全措置を講じなければな

らない。

３　宅地建物取引業者Ｄは、取引態様の

明示がある広告を見た宅地建物取引業

者Ｅから建物の売買の注文を受けた場

合、Ｅから取引態様の問い合わせがな

ければ、Ｅに対して、取引態様を明示

する必要はない。

４　宅地建物取引業者Ｆが自ら売主とな

って、宅地建物取引業者でないＧと宅

地の売買契約を締結するに際して手付

金を受領する場合において、その手付

金が解約手付である旨の定めがないと

きは、Ｆが契約の履行に着手していな

くても、Ｇは手付金を放棄して契約の

解除をすることができない。

【問　44】 宅地建物取引業保証協会（以下

この問において「保証協会」という。）に

関する次の記述のうち、宅地建物取引業

法の規定によれば、正しいものはどれか。

１　保証協会に加入することは宅地建物
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取引業者の任意であるが、一の保証協

会の社員となった後に、重ねて他の保

証協会の社員となることはできない。

２　宅地建物取引業者で保証協会に加入

しようとする者は、その加入の日から

２週間以内に、弁済業務保証金分担金

を保証協会に納付しなければならない。

３　宅地建物取引業者で保証協会に加入

しようとする者は、その加入に際して、

加入前の宅地建物取引業に関する取引

により生じたその者の債務に関し、保

証協会から担保の提供を求められるこ

とはない。

４　保証協会に加入した宅地建物取引業

者は、直ちに、その旨を免許を受けた

国土交通大臣又は都道府県知事に報告

しなければならない。

【問　45】 宅地建物取引業法に規定する宅

地建物取引主任者証（以下この問におい

て「取引主任者証」という。）、従業者証

明書、従業者名簿、帳簿及び標識に関す

る次の記述のうち、誤っているものはど

れか。

１　宅地建物取引業者の従業者は、宅地

建物取引業者が発行する従業者証明書

をその業務に従事する間、常に携帯し、

取引の関係者から請求があったときは、

従業者証明書を提示しなければならな

いが、従業者が取引主任者である場合

は、取引主任者証の提示をもってこれ

に代えることができる。

２　宅地建物取引業者は、その事務所ご

とに従業者名簿を備え、取引の関係者

から請求があったときは、当該名簿を

その者の閲覧に供しなければならない

が、当該名簿を事務所のパソコンのハ

ードディスクに記録し、ディスプレイ

の画面に表示する方法で閲覧に供する

こともできる。

３　宅地建物取引業者は、その事務所ご

とにその業務に関する帳簿を備え、取

引のあったつど、所定の事項を記載し

なければならないが、当該帳簿の記載

事項を事務所のパソコンのハードディ

スクに記録し、必要に応じ当該事務所

においてパソコンやプリンタを用いて

紙面に印刷することが可能な環境を整

えることで、当該帳簿への記載に代え

ることができる。

４　宅地建物取引業者は、売主として一

団の宅地建物の分譲を当該物件から約

500ｍ離れた駅前に案内所を設置して行

う場合、当該物件の所在する場所及び

案内所のそれぞれに、免許証番号、主

たる事務所の所在地等の所定の事項を

記載した標識を掲示しなければならな

い。

【問　46】 平成19年４月１日に住宅金融公

庫（以下この問において「公庫」という。）

は廃止され、独立行政法人住宅金融支援

機構（以下この問において「機構」とい

う。）が設立された。機構の業務に関する

次の記述のうち、誤っているものはどれ

か。

１　機構は、住宅の建設、購入、改良若

しくは移転（以下この問において「建

設等」という。）をしようとする者又は

住宅の建設等に関する事業を行う者に

対し、必要な資金の調達又は良質な住

宅の設計若しくは建設等に関する情報

の提供、相談その他の援助を業務とし

て行う。
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２　機構は、子どもを育成する家庭又は

高齢者の家庭に適した良好な居住性能

及び居住環境を有する賃貸住宅の建設

に必要な資金の貸付けを業務として行

う。

３　機構は、事業主又は事業主団体から

独立行政法人雇用・能力開発機構の行

う転貸貸付に係る住宅資金の貸付けを

受けることができない勤労者に対し、

財形住宅貸付業務を行う。

４　機構は、公庫が機構の設立前に受理

した申込みに係る資金の貸付けのうち、

機構の設立から半年以内に実行するも

のに限り、資金の貸付けを業務として

行う。

【問　47】 宅地建物取引業者が行う広告に

関する次の記述のうち、不当景品類及び

不当表示防止法（不動産の表示に関する

公正競争規約を含む。）の規定によれば、

正しいものはどれか。

１　新築分譲マンションの広告に住宅ロ

ーンについて記載する場合、返済例を

表示すれば、当該住宅ローンを扱って

いる金融機関の名称や融資限度額等に

ついて表示する必要はない。

２　マンションの広告を行う場合、当該

マンションが建築後2年経過していたと

しても、居住の用に供されたことがな

ければ「新築分譲マンション」と表示

することができる。

３　１枚の新聞折込みチラシに多数の新

築分譲住宅の広告を掲載する場合には、

物件ごとの表示スペースが限られてし

まうため、各物件の所在地を表示すれ

ば、交通の利便に関する表示は省略す

ることができる。

４　残戸数が１戸の新築分譲住宅の広告

を行う場合、建物の面積は延べ面積を

表示し、これに車庫の面積を含むとき

には、車庫の面積を含む旨及びその面

積を表示する必要がある。

【問　48】 宅地建物の統計等に関する次の

記述のうち、正しいものはどれか。

１　平成19年地価公示（平成19年３月公

表）によれば、平成18年の１年間の地

価変動率は、全国平均で住宅地がマイ

ナス1.5％、商業地がプラス2.3％となり、

住宅地は引き続き下落しているが、商

業地は平成３年以来16年ぶりにわずか

な上昇となった。

２　建築着工統計（国土交通省）によれ

ば、平成17年度の新設住宅着工戸数は

約115万戸で、対前年度比では約1.7％減

となり、２年連続の減少となった。

３　平成18年版土地白書（平成18年６月

公表）によれば、平成17年の売買によ

る土地所有権移転登記の件数は全国で

約158万件となっており、２年連続の増

加となった。

４　平成17年度法人企業統計年報（財務

省）によれば、平成17年度における不

動産業の売上高は約34兆5,000億円で、

全産業の売上高の約2.3％を占めている。

【問　49】 地盤の特徴に関する次の記述の

うち、誤っているものはどれか。

１　谷底平野は、周辺が山に囲まれ、小

川や水路が多く、ローム、砂礫等が堆

積した良質な地盤であり、宅地に適し

ている。

２　後背湿地は、自然堤防や砂丘の背後
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に形成される軟弱な地盤であり、水田

に利用されることが多く、宅地として

の利用は少ない。

３　三角州は、河川の河口付近に見られ

る軟弱な地盤であり、地震時の液状化

現象の発生に注意が必要である。

４　旧河道は、沖積平野の蛇行帯に分布

する軟弱な地盤であり、建物の不同沈

下が発生しやすい。

【問　50】 建築物の構造に関する次の記述

のうち、誤っているものはどれか。

１　防火地域内に建築する建築物の基礎

に木ぐいを用いる場合、その木ぐいは、

平家建ての木造の建築物に使用する場

合を除き、常水面下にあるようにしな

ければならない。

２　建築物に近接してその建築物を風の

方向に対して有効にさえぎる他の建築

物、防風林その他これらに類するもの

がある場合においては、その方向にお

ける速度圧は、一定程度まで減らすこ

とができる。

３　積雪荷重の計算に当たり、雪下ろし

を行う慣習のある地方においては、そ

の地方における垂直積雪量が１ｍを超

える場合においても、積雪荷重は、雪

下ろしの実況に応じて垂直積雪量を１

ｍまで減らして計算することができる。

４　高さが60ｍを超える建築物を建築す

る場合、国土交通大臣の認定を受けれ

ば、その構造方法を耐久性等関係規定

に適合させる必要はない。
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盪　正解番号 

問１ 問２ 問３ 問４ 問５ 問６ 問７ 問８ 問９ 問10

3 1 3 4 4 3 4 4 3 4

問11 問12 問13 問14 問15 問16 問17 問18 問19 問20

2 1 4 1 4 1 2 1 4 1

問21 問22 問23 問24 問25 問26 問27 問28 問29 問30

1 4 1 3 2 4 1 3 4 2

問31 問32 問33 問34 問35 問36 問37 問38 問39 問40

2 2 3 1 2 2 3 2 4 4

問41 問42 問43 問44 問45 問46 問47 問48 問49 問50

1 3 2 1 1 4 4 4 1 4




